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地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う 

関係条例の整備に関する条例 改正概要 

 

１ 条例の趣旨 

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（令和６年法律第53号）」による「建築基準法」（以下

「法」という。）の一部改正（令和６年６月19日公布、この条例の関係部分は同年11月１日施行）に伴い、関係条例の整備を行う。 

 

２ 法の改正内容 

従来、国、都道府県又は建築主事を置く市町村の建築物については、工事に着手する前に、建築確認に代えて、建築計画を建築主事等に通知(以下「計

画通知」という。)しなければならなかったが、老朽化した公共施設の建替えや大規模災害時の公共施設の再建により計画通知が急増した場合に、建築主

事等が円滑に審査・検査等することが困難な状況が想定されることから、国、都道府県又は建築主事を置く市町村の建築物の計画通知について、指定確

認検査機関による審査・検査等を可能とする法改正が行われた。 

 

      

図1 計画通知の民間開放 
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３ 関係条例の改正内容 

次に掲げる関係条例では、確認申請又は計画通知の日等を基準として、それぞれ届出等を行う時期を定めている。法の一部改正に伴い、指定確認検査

機関による計画通知に関する審査・検査等が可能となったことから、手続きに係る規定の整備を行う。 

 

 （１）川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例 

 （２）川崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例 

 （３）川崎市斜面地建築物の建築の制限等に関する条例 

 （４）川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例 

 （５）川崎市中高層建築物等の建築及び開発行為に係る紛争の調整等に関する条例 

 

 

 

４ 施行期日 

公布の日から施行する。 
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改正対象となる手続きについて 

 

 

 

１ 川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例による手続き 

 川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例では、床面積の合計が2,000m2以上の建築物（一戸建ての住宅・長屋を除く。）の新築等をする際には、

建築確認又は計画通知を行う日の21日前までに、特定建築物環境計画書の提出を義務付けている。また、床面積の合計が2,000m2未満の建築物（一戸建て

の住宅・長屋を除く。）についても、建築確認又は計画通知を行う日の21日前までに、特定外建築物環境計画書を自主的に提出することができるとしてい

る。 

今回の法改正により、国、都道府県又は建築主事を置く市町村の建築物について、指定確認検査機関による審査・検査等が可能となったことに伴い、

これらの計画書を提出する日に関する規定の整備を行う。 

 

表１ 川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例 第127条の４第１項各号列記以外の部分 

改正前  改正後 

建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認

の申請又は同法第18条第２項に規定する計画の通知をしようとする

日の21日前までに、市長に提出しなければならない。 

 建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認

の申請又は同法第18条第２項若しくは第４項の規定による計画の通

知をしようとする日の21日前までに、市長に提出しなければならな

い。 

 

 

表２ 川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例 第127条の８第１項各号列記以外の部分 

改正前  改正後 

建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認

の申請又は同法第18条第２項に規定する計画の通知をしようとする

日の21日前までに、市長に提出することができる。 

 建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認

の申請又は同法第18条第２項若しくは第４項の規定による計画の通

知をしようとする日の21日前までに、市長に提出することができる。 
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２ 川崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例による手続き 

 川崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例では、第４条第１項に定める一定規模以上の建築物の新築・増築等を行おうとするものは、建築

確認又は計画通知を行う前に、川崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例施行規則で定めるところにより当該建築物に設置する駐車施設の位

置、規模、構造等を市長に届け出なければならないと規定している。 

今回の法改正により、国、都道府県又は建築主事を置く市町村の建築物について、指定確認検査機関による審査・検査等が可能となったことに伴い、

当該届出を提出する日に関する規定の整備を行う。 

 

表３ 川崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例 第10条第１項 

改正前  改正後 

建築基準法第６条第１項若しくは同法第６条の２第１項に規定する

確認の申請又は同法第18条第２項に規定する通知をする前に、規則

で定めるところにより当該駐車施設の位置、規模、構造等を市長に

届け出なければならない。 

 建築基準法第６条第１項若しくは同法第６条の２第１項に規定する

確認の申請又は同法第18条第２項若しくは第４項の規定による通知

をする前に、規則で定めるところにより当該駐車施設の位置、規模、

構造等を市長に届け出なければならない。 

 

 

３ 川崎市斜面地建築物の建築の制限等に関する条例による手続き 

川崎市斜面地建築物の建築の制限等に関する条例では、第２条第２項第２号に定める斜面地対象行為を行おうとするものは、建築確認又は計画通知を

行う日までに、その計画が第５条の基準に適合するものであることについて、確認を受けなければならないと規定している。 

今回の法改正により、国、都道府県又は建築主事を置く市町村の建築物について、指定確認検査機関による審査・検査等が可能となったことに伴い、

斜面地対象行為の計画の確認に係る日に関する規定の整備を行う。 

 

表４ 川崎市斜面地建築物の建築の制限等に関する条例 第４条第１項第３号 

改正前  改正後 

法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認の申請又

は法第18条第２項に規定する計画の通知を行う日 

 法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認の申請又

は法第18条第２項若しくは第４項の規定による計画の通知を行う日 
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４ 川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例による手続き 

川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例では、第20条第１号において、市長の承認を、確認申請又は計画通知の前に受けるよう努めなけれ

ばならないことを規定している。 

今回の法改正により、国、都道府県又は建築主事を置く市町村の建築物について、指定確認検査機関による審査・検査等が可能となったことに伴い、

建築行為の承認に係る日に関する規定の整備を行う。 

 

 

表５ 川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例 第20条第１号 

改正前  改正後 

建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認

の申請又は同法第18条第２項に規定する計画の通知を行う日 

 建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認

の申請又は同法第18条第２項若しくは第４項の規定による計画の通

知を行う日 
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５ 川崎市中高層建築物等の建築及び開発行為に係る紛争の調整等に関する条例による手続き 

 川崎市中高層建築物等の建築及び開発行為に係る紛争の調整等に関する条例では、説明報告を求めない計画の標識の設置時期について、確認申請又は

計画通知の前までと規定し（第９条第１項）、標識の設置の終了時期について、完了検査申請（指定確認検査機関に申請の場合は検査引受けに関する書面

の交付を受けた日）又は工事完了通知までと規定し（第９条第２項）、隣接住民に対する説明の内容の市長への報告について、確認申請又は計画通知の２

１日前までにすることを規定している（第11条第２項）。 

今回の法改正により、国、都道府県又は建築主事を置く市町村の建築物について、指定確認検査機関による審査・検査等が可能となったことに伴い、

標識の設置及び隣接住民への説明内容の報告に係る日に関する規定の整備を行う。 

 

表６ 川崎市中高層建築物等の建築及び開発行為に係る紛争の調整等に関する条例 第９条第１項 

改正前  改正後 

法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認の申請又

は法第18条第２項に規定する計画の通知をしようとする日の前 

 法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認の申請又

は法第18条第２項若しくは第４項の規定による計画の通知をしよう

とする日の前 

 

表７ 川崎市中高層建築物等の建築及び開発行為に係る紛争の調整等に関する条例 第９条第２項 

改正前  改正後 

前項の規定により設置された標識を法第７条第１項に規定する申請

を行った日、法第７条の２第３項に規定する書面の交付を受けた日

又は法第18条第16項に規定する通知を行った日 

 前項の規定により設置された標識を法第７条第１項に規定する申請

を行った日、法第７条の２第３項に規定する書面の交付を受けた日、

法第18条第20項に規定する通知を行った日又は同条第24項に規定す

る書面の交付を受けた日 

 

表８ 川崎市中高層建築物等の建築及び開発行為に係る紛争の調整等に関する条例 第11条第２項 

改正前  改正後 

法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認の申請又

は法第18条第２項に規定する計画の通知をしようとする日の21日前 

 法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認の申請又

は法第18条第２項若しくは第４項の規定による計画の通知をしよう

とする日の21日前 
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川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例 ○川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例 

平成11年12月24日条例第50号 平成11年12月24日条例第50号

（特定建築物環境計画書の作成等） （特定建築物環境計画書の作成等） 

第127条の４ 床面積（増築又は改築をする場合にあっては、当該増築又は改

築に係る部分の床面積。以下同じ。）の合計が2,000平方メートル以上の建

築物であって規則で定める建築物（以下「特定建築物」という。）の新築

等をしようとする者（以下「特定建築主」という。）は、建築物環境配慮

指針に基づき、次に掲げる事項を記載した特定建築物に係る環境負荷低減

措置等及び当該環境負荷低減措置等についての特定建築物に係る環境性能

の評価に関する計画書（以下「特定建築物環境計画書」という。）を作成

し、建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認の

申請又は同法第18条第２項若しくは第４項の規定による計画の通知をしよ

うとする日の21日前までに、市長に提出しなければならない。 

第127条の４ 床面積（増築又は改築をする場合にあっては、当該増築又は改

築に係る部分の床面積。以下同じ。）の合計が2,000平方メートル以上の建

築物であって規則で定める建築物（以下「特定建築物」という。）の新築

等をしようとする者（以下「特定建築主」という。）は、建築物環境配慮

指針に基づき、次に掲げる事項を記載した特定建築物に係る環境負荷低減

措置等及び当該環境負荷低減措置等についての特定建築物に係る環境性能

の評価に関する計画書（以下「特定建築物環境計画書」という。）を作成

し、建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認の

申請又は同法第18条第２項に規定する計画の通知をしようとする日の21日

前までに、市長に提出しなければならない。 

(１) 特定建築主の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(１) 特定建築主の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(２) 特定建築物の名称及び所在地 (２) 特定建築物の名称及び所在地 

(３) 特定建築物の概要 (３) 特定建築物の概要 

(４) 特定建築物に係る環境負荷低減措置等に関する事項 (４) 特定建築物に係る環境負荷低減措置等に関する事項 

(５) 前号に規定する環境負荷低減措置等についての特定建築物に係る環

境性能の評価に関する事項 

(５) 前号に規定する環境負荷低減措置等についての特定建築物に係る環

境性能の評価に関する事項 

(６) その他規則で定める事項 (６) その他規則で定める事項 

２ 市長は、特定建築物環境計画書の提出があったときは、前項第２号から

第５号までに掲げる事項その他の規則で定める事項（以下「計画書公表事

項」という。）について公表するものとする。 

２ 市長は、特定建築物環境計画書の提出があったときは、前項第２号から

第５号までに掲げる事項その他の規則で定める事項（以下「計画書公表事

項」という。）について公表するものとする。 
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改正後 改正前 

（特定外建築物環境計画書の作成等） （特定外建築物環境計画書の作成等） 

第127条の８ 床面積の合計が2,000平方メートル未満の建築物であって規則

で定める建築物（以下「特定外建築物」という。）の新築等をしようとす

る者（以下「特定外建築主」という。）は、建築物環境配慮指針に基づき、

次に掲げる事項を記載した特定外建築物に係る環境負荷低減措置等及び当

該環境負荷低減措置等についての特定外建築物に係る環境性能の評価に関

する計画書（以下「特定外建築物環境計画書」という。）を作成し、建築

基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認の申請又は

同法第18条第２項若しくは第４項の規定による計画の通知をしようとする

日の21日前までに、市長に提出することができる。 

第127条の８ 床面積の合計が2,000平方メートル未満の建築物であって規則

で定める建築物（以下「特定外建築物」という。）の新築等をしようとす

る者（以下「特定外建築主」という。）は、建築物環境配慮指針に基づき、

次に掲げる事項を記載した特定外建築物に係る環境負荷低減措置等及び当

該環境負荷低減措置等についての特定外建築物に係る環境性能の評価に関

する計画書（以下「特定外建築物環境計画書」という。）を作成し、建築

基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認の申請又は

同法第18条第２項に規定する計画の通知をしようとする日の21日前まで

に、市長に提出することができる。 

(１) 特定外建築主の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その

代表者の氏名 

(１) 特定外建築主の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その

代表者の氏名 

(２) 特定外建築物の名称及び所在地 (２) 特定外建築物の名称及び所在地 

(３) 特定外建築物の概要 (３) 特定外建築物の概要 

(４) 特定外建築物に係る環境負荷低減措置等に関する事項 (４) 特定外建築物に係る環境負荷低減措置等に関する事項 

(５) 前号に規定する環境負荷低減措置等についての特定外建築物に係る

環境性能の評価に関する事項 

(５) 前号に規定する環境負荷低減措置等についての特定外建築物に係る

環境性能の評価に関する事項 

(６) その他規則で定める事項 (６) その他規則で定める事項 

２ 第127条の４第２項及び第127条の５から前条までの規定は、特定外建築

物環境計画書の提出があった場合について準用する。この場合において、

第127条の４第２項及び第127条の５から前条までの規定中「特定建築物環

境計画書」とあるのは「特定外建築物環境計画書」と、第127条の５から前

条までの規定中「特定建築物の」とあるのは「特定外建築物の」と、第127

条の５第１項中「特定建築主」とあるのは「特定外建築主」と読み替える

ものとする。 

２ 第127条の４第２項及び第127条の５から前条までの規定は、特定外建築

物環境計画書の提出があった場合について準用する。この場合において、

第127条の４第２項及び第127条の５から前条までの規定中「特定建築物環

境計画書」とあるのは「特定外建築物環境計画書」と、第127条の５から前

条までの規定中「特定建築物の」とあるのは「特定外建築物の」と、第127

条の５第１項中「特定建築主」とあるのは「特定外建築主」と読み替える

ものとする。 
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川崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例 ○川崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例 

平成４年12月24日条例第54号 平成４年12月24日条例第54号

（届出） （届出） 

第10条 第４条から第８条まで（第６条の２第１項及び第２項（これらの規

定を第６条の４第４項において準用する場合を含む。）並びに第６条の３

第５項（第３号を除く。）及び第６項を除く。）の規定により建築物又は

当該建築物の敷地内に駐車施設を附置しようとする者は、当該建築物に係

る建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第１項若しくは同法第６条の

２第１項に規定する確認の申請又は同法第18条第２項若しくは第４項の規

定による通知をする前に、規則で定めるところにより当該駐車施設の位置、

規模、構造等を市長に届け出なければならない。届け出た事項を変更しよ

うとするときも、同様とする。 

第10条 第４条から第８条まで（第６条の２第１項及び第２項（これらの規

定を第６条の４第４項において準用する場合を含む。）並びに第６条の３

第５項（第３号を除く。）及び第６項を除く。）の規定により建築物又は

当該建築物の敷地内に駐車施設を附置しようとする者は、当該建築物に係

る建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第１項若しくは同法第６条の

２第１項に規定する確認の申請又は同法第18条第２項に規定する通知をす

る前に、規則で定めるところにより当該駐車施設の位置、規模、構造等を

市長に届け出なければならない。届け出た事項を変更しようとするときも、

同様とする。 
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資料４



 

川崎市斜面地建築物の建築の制限等に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市斜面地建築物の建築の制限等に関する条例 ○川崎市斜面地建築物の建築の制限等に関する条例 

平成16年６月24日条例第27号 平成16年６月24日条例第27号

（斜面地対象行為の計画の確認） （斜面地対象行為の計画の確認） 

第４条 斜面地対象行為者は、斜面地対象行為を行おうとするときは、あら

かじめ、規則で定めるところにより、その計画が次条各号に掲げる基準に

適合するものであることについて、確認の申請書を提出して、市長の確認

を受けなければならない。この場合において、当該確認は、次の各号に掲

げる斜面地対象行為の区分に応じ、当該各号に定める日までに受けるよう

努めなければならない。 

第４条 斜面地対象行為者は、斜面地対象行為を行おうとするときは、あら

かじめ、規則で定めるところにより、その計画が次条各号に掲げる基準に

適合するものであることについて、確認の申請書を提出して、市長の確認

を受けなければならない。この場合において、当該確認は、次の各号に掲

げる斜面地対象行為の区分に応じ、当該各号に定める日までに受けるよう

努めなければならない。 

(１) 都市計画法第29条第１項に規定する許可を要する開発行為に該当す

るもの 当該許可の申請を行う日 

(１) 都市計画法第29条第１項に規定する許可を要する開発行為に該当す

るもの 当該許可の申請を行う日 

(２) 都市計画法第29条第１項に規定する許可を要しない開発行為で規則

で定めるものに該当するもの 規則で定める日 

(２) 都市計画法第29条第１項に規定する許可を要しない開発行為で規則

で定めるものに該当するもの 規則で定める日 

(３) 前２号に掲げるもの以外のもの 法第６条第１項若しくは第６条の

２第１項に規定する確認の申請又は法第18条第２項若しくは第４項の規

定による計画の通知を行う日 

(３) 前２号に掲げるもの以外のもの 法第６条第１項若しくは第６条の

２第１項に規定する確認の申請又は法第18条第２項に規定する計画の通

知を行う日 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、次条各号に掲げ

る基準に適合していることを確認したとき又は適合しないことを認めたと

きは、その旨を斜面地対象行為者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、次条各号に掲げ

る基準に適合していることを確認したとき又は適合しないことを認めたと

きは、その旨を斜面地対象行為者に通知するものとする。 
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資料５



 

川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例 ○川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例 

平成15年７月４日条例第29号 平成15年７月４日条例第29号

（承認） （承認） 

第20条 対象事業者は、対象事業を行おうとするときは、市長の承認を受け

なければならない。この場合において、対象事業が次の各号のいずれかに

該当するときは、当該各号に掲げる日までに承認を受けるよう努めなけれ

ばならない。 

第20条 対象事業者は、対象事業を行おうとするときは、市長の承認を受け

なければならない。この場合において、対象事業が次の各号のいずれかに

該当するときは、当該各号に掲げる日までに承認を受けるよう努めなけれ

ばならない。 

(１) 建築行為 建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規

定する確認の申請又は同法第18条第２項若しくは第４項の規定による計

画の通知を行う日 

(１) 建築行為 建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規

定する確認の申請又は同法第18条第２項に規定する計画の通知を行う日 

(２) 都市計画法第29条第１項に規定する許可を要する開発行為 当該許

可の申請（同法第34条の２第１項に規定する協議にあっては、協議の申

出）を行う日 

(２) 都市計画法第29条第１項に規定する許可を要する開発行為 当該許

可の申請（同法第34条の２第１項に規定する協議にあっては、協議の申

出）を行う日 

(３) 都市計画法第29条第１項に規定する許可を要しない開発行為で規則

で定めるもの 規則で定める日 

(３) 都市計画法第29条第１項に規定する許可を要しない開発行為で規則

で定めるもの 規則で定める日 
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資料６



 

川崎市中高層建築物等の建築及び開発行為に係る紛争の調整等に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市中高層建築物等の建築及び開発行為に係る紛争の調整等に関す

る条例 

○川崎市中高層建築物等の建築及び開発行為に係る紛争の調整等に関す

る条例 

平成７年12月26日条例第48号 平成７年12月26日条例第48号

（標識の設置等） （標識の設置等） 

第９条 建築主は、中高層建築物を建築しようとするときは、近隣関係住民

に対し、当該建築に係る計画の周知を図るため、当該中高層建築物の敷地

内の見やすい場所に規則の定めるところにより、第11条第２項の報告をし

ようとする日の14日前（第３条第３項第１号の規定に該当する中高層建築

物（同項第２号から第４号までの規定に該当するものを除く。）にあって

は環境影響評価法第６条第１項の規定により市長に送付する日の前又は川

崎市環境影響評価に関する条例第９条第１項の規定により市長に届け出る

日の前、第３条第３項第２号から第４号までの規定に該当する中高層建築

物にあっては法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認の

申請又は法第18条第２項若しくは第４項の規定による計画の通知をしよう

とする日の前）までに標識を設置しなければならない。 

第９条 建築主は、中高層建築物を建築しようとするときは、近隣関係住民

に対し、当該建築に係る計画の周知を図るため、当該中高層建築物の敷地

内の見やすい場所に規則の定めるところにより、第11条第２項の報告をし

ようとする日の14日前（第３条第３項第１号の規定に該当する中高層建築

物（同項第２号から第４号までの規定に該当するものを除く。）にあって

は環境影響評価法第６条第１項の規定により市長に送付する日の前又は川

崎市環境影響評価に関する条例第９条第１項の規定により市長に届け出る

日の前、第３条第３項第２号から第４号までの規定に該当する中高層建築

物にあっては法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認の

申請又は法第18条第２項に規定する計画の通知をしようとする日の前）ま

でに標識を設置しなければならない。 

２ 建築主は、前項の規定により設置された標識を法第７条第１項に規定す

る申請を行った日、法第７条の２第３項に規定する書面の交付を受けた日、

法第18条第20項に規定する通知を行った日又は同条第24項に規定する書面

の交付を受けた日（以下これらを「建築工事の完了時」という。）まで設

置しておかなければならない。 

２ 建築主は、前項の規定により設置された標識を法第７条第１項に規定す

る申請を行った日、法第７条の２第３項に規定する書面の交付を受けた日

又は法第18条第16項に規定する通知を行った日（以下これらを「建築工事

の完了時」という。）まで設置しておかなければならない。 

３ 建築主は、第１項の規定により標識を設置したときは、規則の定めると

ころにより、関係図書を添えて速やかにその旨を市長に届け出なければな

らない。 

３ 建築主は、第１項の規定により標識を設置したときは、規則の定めると

ころにより、関係図書を添えて速やかにその旨を市長に届け出なければな

らない。 

（報告等） （報告等） 

第11条 建築主は、前条第１項に規定する説明を終了したときは、速やかに第11条 建築主は、前条第１項に規定する説明を終了したときは、速やかに
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資料７



 

改正後 改正前 

当該説明の内容を市長に報告しなければならない。 当該説明の内容を市長に報告しなければならない。 

２ 前項の規定による報告をしようとするときは、法第６条第１項若しくは

第６条の２第１項に規定する確認の申請又は法第18条第２項若しくは第４

項の規定による計画の通知をしようとする日の21日前までに報告しなけれ

ばならない。 

２ 前項の規定による報告をしようとするときは、法第６条第１項若しくは

第６条の２第１項に規定する確認の申請又は法第18条第２項に規定する計

画の通知をしようとする日の21日前までに報告しなければならない。 

３ 市長は、必要があると認めたときは、建築主に対し、前条第２項の規定

により行った説明の内容について報告を求めることができる。 

３ 市長は、必要があると認めたときは、建築主に対し、前条第２項の規定

により行った説明の内容について報告を求めることができる。 

４ 市長は、第１項の規定による報告を受けたときは、その内容について審

査し、その結果を規則の定めるところにより21日以内に建築主に通知する

ものとする。 

４ 市長は、第１項の規定による報告を受けたときは、その内容について審

査し、その結果を規則の定めるところにより21日以内に建築主に通知する

ものとする。 

５ 市長は、前項の場合において、相当な理由があるときは、建築主に補正

を求めることができる。 

５ 市長は、前項の場合において、相当な理由があるときは、建築主に補正

を求めることができる。 
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